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工事請負契約に係る競争入札実施要綱 

（平成18年12月28日管理者決裁） 
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      第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）、地方公

共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号。以下「特

例政令」という。）、仙台市市立病院契約規程（平成元年仙台市病院規程第20号。以下「規程」

という。）及び仙台市市立病院の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７

年仙台市病院規程第15号）に定めるもののほか、工事の請負契約に係る競争入札に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 共同企業体 仙台市市立病院共同企業体運用基準（平成18年12月28日管理者決裁）第２

条に規定する特定共同企業体及び経常共同企業体をいう。 

(2) 単体企業 共同企業体以外の企業その他の団体及び個人事業者をいう。 

(3) 失格者 低入札価格調査要綱（平成18年12月28日管理者決裁）第５条第２項若しくは第

８条第２項、工事請負契約に係る失格基準取扱要綱（平成19年４月１日管理者決裁）第５条

第１項、又は工事請負契約に係る最低制限価格取扱要綱（平成28年４月１日管理者決裁）第

６条第１項の規定により落札者としない者をいう。 

(4) 総合評価一般競争入札 令第167条の10の2第3項に規定する総合評価一般競争入札をい

う。 

 （入札の辞退） 

第３条 入札参加申請をした者及び指名通知を受けた者は、開札日までに、書面により、入札を

辞退することができる。この場合において、辞退した者が既に提出した書類は、無効とする。 

      第２章 一般競争入札 

    第１節 通則 

 （対象工事） 

第４条 一般競争入札は、予定価格千万円以上の工事（仙台市病院事業管理者（以下「管理者」

という。）が別に定める工事を除く。以下この章において「対象工事」という。）の請負契約

について実施する。 

 （入札参加形態及び入札参加資格） 

第５条 管理者は、対象工事に係る一般競争入札を実施しようとする場合は、入札参加形態並び

に入札参加資格及びその審査方式を定めるものとする。この場合において、仙台市市立病院契

約事務に関する審査委員会規程（平成18年仙台市病院規程第21号。以下「委員会規程」という。）

第１条に規定する契約事務委員会の審議を要する事項については、あらかじめその審議を経る
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ものとする。 

第６条 前条の入札参加形態は、共同企業体のみの形態、単体企業のみの形態又は共同企業体と

単体企業の混合形態のいずれかによるものとする。 

第７条 第５条の入札参加資格は、対象工事ごとに、次に掲げる事項のうち管理者が適当と認め

るものを選定して設定するものとする。 

 (1)  対象工事に係る工事種目に関し規程第４条一般競争入札参加資格者名簿に登載されてい

ること 

 (2)  建設業法（昭和24年法律第100号）第17条に規定する特定建設業者であること 

（3） 本市の区域内に建設業法第３条第１項に規定する営業所を有すること 

 (4) 宮城県内に本店を有すること 

 (5) 本市の区域内に本店を有すること 

(6) 指名停止を受けていないこと 

(7) 会社更生法（平成14年法律第154号）に規定する更生手続開始の申立てがなされている者

については、同法に定める更生手続開始の決定後に、管理者が別に定めるところにより、仙

台市市立病院競争入札参加資格登録要綱（平成23年3月31日管理者決裁）第10条の規定によ

る格付を改めて受けていること 

(8) 民事再生法（平成11年法律第225号）に規定する再生手続開始の申立てがなされている者

については、同法に定める再生手続開始の決定後に、管理者が別に定めるところにより、仙

台市市立病院競争入札参加資格登録要綱第10条の規定による格付を改めて受けていること 

(9) 建設業法第26条の規定により対象工事に配置すべき専任の主任技術者、監理技術者、現場

代理人その他必要な人員（予定価格1億円以上の対象工事にあっては、当該対象工事につい

て定める実務経験を有する者に限る。）を確保することができること 

(10) 当該対象工事について定める類似工事の施工実績があること 

(11)建設業法第27条の29第１項に規定する総合評定値又は仙台市市立病院競争入札参加資格登

録要綱第10条第１項に規定する格付評点が当該対象工事について定める基準を満たしてい

ること 

(12) 工程計画及び施工計画の内容に瑕疵がないと認められること（施工計画審査型の審査方式

による場合に限る。） 

(13) 他の本市発注工事において、低入札価格調査要綱第２条、第15号に規定する低価格入札者

となっている場合（全部の引渡しが完了している場合を除く。）は当該対象工事に係る入札

公告の日の属する年度の前２か年度における本院発注工事の受注の実績があり、その工事成

績評定点（工事成績調書に記載された評定点の合計をいう。以下この号において同じ。）の

平均点が74点以上で、かつ１件あたりの工事成績評定点が65点以上であること（当該実績が

１件の場合は、工事成績評定点が74点以上であること） 

(14) 前各号に掲げるもののほか、対象工事について特に必要な事項 

２ 特例政令の規定が適用される対象工事の請負契約に関しては、前項第３号から第５号まで、

第７号、第８号及び第13号の規定は適用しないものとし、同項第11号の規定の適用については

同号中「総合評定値又は仙台市市立病院競争入札参加資格登録要綱第10条第１項に規定する格

付評点」とあるのは「総合評定値（会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づく再生

手続の開始の申立がなされた者にあっては、これらの手続の開始決定の日以後に行われた経営

事項審査による総合評定値に限る。）」とする。 

３ 予定価格が千万円以上３億円未満の対象工事について、第１項の規定により入札参加資格を

設定する場合は、管理者が別に定める基準によるものとする。 

第８条 第５条の入札参加資格の審査方式は、次の各号のいずれかの方式によるものとする。 

(1) 入札前資格確認型 
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(2) 入札後資格確認型 

(3) 施工計画審査型 

 （入札公告） 

第９条 入札公告には、規程第５条第１項各号に掲げる事項のほか、前4条の規定により定めた

入札参加形態並びに入札参加資格及びその審査方式を掲載するものとする。 

２ 特例政令の規定が適用される対象工事の請負契約に係る入札公告には、規程第５条第１項各

号、特例政令第６条及び前項に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を掲載するものとする。 

(1) 特例政令の規定が適用される旨 

（入札説明書の交付及び見積用設計図書類の閲覧等） 

第10条 管理者は、入札公告の日から入札公告で定める日までの間、公告事項を記載した入札説

明書を適切な方法により希望者に提供するとともに、対象工事の契約書案、図面、仕様書等（以

下「見積用設計図書類」という。）を閲覧に供するものとする。 

２ 一般競争入札に参加しようとする者は、前項の期間内に、入札公告で指定する場所において、

見積用設計図書類を複写しなければならない。この場合において、複写に要する費用は、その

者の負担とする。 

３ 対象工事に関する質問は、入札公告で定める日までに、（質疑応答書）により管理者に提出

するものとする。 

４ 管理者は、前項の規定により質問が提出された場合は、速やかに回答を作成し、入札公告で

定める日まで、本院のホームページその他の適切な方法により一般の閲覧に供するものとする。 

 （入札参加申請） 

第11条 入札前資格確認型又は施工計画審査型の審査方式による一般競争入札に参加しようと

する者は、入札公告で指定する日までに、書留郵便により、入札参加申請書を管理者に提出し

て入札参加申請を行い、対象工事に係る入札参加資格の有無について管理者の審査を受けなけ

ればならない。この場合における審査の基準日は、入札公告で特に指定した場合を除き、当該

申請期限の日とする。 

２ 前項の入札参加申請書には、次に掲げる書類のうち公告で指定するものを添付しなければな

らない。 

 (1)  特定建設業の許可通知書の写し 

 (2)  類似工事の施工実績調書 

 (3)  配置予定の技術者に関する調書 

 (4)  経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し 

 (5)  工程計画表（施工計画審査型の審査方式による場合に限る。） 

 (6)  施工計画書（施工計画審査型の審査方式による場合に限る。） 

 (7)  共同企業体の競争入札参加資格審査申請書及び協定書（共同企業体に限る。） 

３ 入札後資格確認型の審査方式による一般競争入札に参加しようとする者は、入札公告で指定

する日までに、書留郵便により、入札参加申請書並びに入札書、積算内訳書、工事費構成費目

内訳書及び見積用設計図書類受領確認書の写しを管理者に提出して、入札参加申請をしなけれ

ばならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、共同企業体は、入札後資格確認型の審査方式による一般競争入札

に参加しようとする場合は、入札公告で指定する日までに、書留郵便により、入札参加申請書

並びに共同企業体の競争入札参加資格審査申請書及び協定書を管理者に提出し、共同企業体の

構成、代表者及び出資比率の確認を受けた上で、管理者が指定する日までに、書留郵便により、

入札書、当該入札金額の積算内訳書、工事費構成費目内訳書及び見積用設計図書類受領確認書

の写しを管理者に提出して、入札参加申請をしなければならない。 

５ 前各項の規定により提出した文書（以下この条において「提出文書」という。）については、
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いかなる場合も、書換、差換、取消又は撤回をすることができない。 

６ 提出文書が入札公告で指定する日までに到達しなかった者は、当該対象工事に係る一般競争

入札に参加することができない。 

（入札の中止等） 

第12条 管理者は、前条第１項又は第３項の規定による入札参加申請をした者（以下「入札参加

者」という。）がなかった場合は、当該入札を中止するものとする。同条第１項の規定による

審査の結果、入札参加資格を有する者がなかった場合も、同様とする。 

２ 管理者は、前項の規定により一般競争入札を中止した場合は、入札参加資格を見直して、再

び一般競争入札を行うものとする。ただし、入札参加形態が単体企業のみの場合は、指名競争

入札によることができる。 

３ 管理者は、第１項の規定により一般競争入札を中止した場合は、その旨を公告するものとす

る。 

 （入札前資格確認型の審査方式に係る入札手続） 

第13条 管理者は、第11条第1項の規定による入札参加申請があった場合は、速やかに同項の審

査を行い、入札公告で指定する日までに、その結果を書面その他の適切な方法により通知する

ものとする。この場合において、入札参加資格を有しないとした者（以下「入札参加非資格者」

という。）に対する通知には、その理由を付すものとする。 

２ 前項の規定により入札参加資格を有する旨を通知された入札参加者は、入札公告で指定する

日までに、書留郵便により、入札書並びに当該入札金額の積算内訳書、工事費構成費目内訳書

及び見積用設計図書類受領確認書の写しを管理者に提出して、入札しなければならない。 

３ 第11条第５項及び第６項までの規定は、前項の規定による入札について準用する。この場合

において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

第11条第５項 前各項 第13条第２項 

（入札後資格確認型の審査方式に係る入札手続） 

第14条 管理者は、第11条第３項又は第４項の規定による入札参加申請があった場合は、開札後、

落札決定を一時保留し、入札参加者（失格者を除く。予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

提示した（以下この節において「落札候補者」という。）の入札参加資格を審査した上で、後

日落札決定を行うものとする。 

２ 管理者は、前項の開札において、同価格の入札をした落札候補者が２人以上ある場合は、く

じを引かせて落札候補者の順位を決定する。この場合において、くじを引かない者があるとき

は、これに代えて、当該入札事務に関係のない職員にくじ番号を選択させるものとする。 

第15条 管理者は、前条第１項の規定により落札決定を保留した場合は、速やかに落札候補者に

通知し、次に掲げる書類のうち入札公告で指定するもの（以下この節において「資格審査書類」

という。）の提出を求めるものとする。 

(1) 特定建設業の許可通知書の写し 

(2) 類似工事の施工実績調書 

(3) 配置予定の技術者に関する調書 

(4) 経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し 

２ 落札候補者は、前項の規定により資格審査書類の提出を求められた場合は、その翌日から起

算して２日（閉庁日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

に規定する休日をいう。以下同じ。）を除く。）以内に当該資格審査書類を管理者に提出しな

ければならない。ただし、管理者が別に期限を指定した場合は、この限りでない。 

３ 資格審査書類は、書留郵便により提出するものとする。この場合においては、第17条第５項

の規定を準用する。 
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４ 管理者は、落札候補者が第２項に規定する提出期限内に資格審査書類を提出しない場合又は

落札候補者が入札参加資格の審査のための指示に応じない場合は、その者の入札を入札参加資

格のない者のした入札とみなし、無効とする。 

第16条 管理者は、前条第２項の規定による資格審査書類の提出があった場合は、速やかに当該

落札候補者の入札参加資格を審査するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定による審査の結果、落札候補者が入札参加資格を有していないと認め

る場合は、当該落札候補者の入札を無効とする。 

３ 管理者は、前条第４項又は前項の規定により落札候補者の入札を無効とした場合は、次の各

号の順位により、当該各号に掲げる者（失格者を除く。）を新たな落札候補者とし、その者の

入札参加資格を審査するものとする。この場合において、同順位となる者が２人以上あるとき

は、第14条第２項の規定を準用して順位を決定する。 

(1) 第14条第２項の規定により後順位となった入札参加者 

(2) 予定価格の制限の範囲内で当該落札候補者が提示した価格に次いで低い価格を提示した

入札参加者 

４ 前項の規定は、同項（この項において準用する場合を含む。）の規定により新たな落札候補

者となった者の入札を無効とした場合について準用する。 

５ 第１項及び第３項（前項において準用する場合を含む。）の規定による審査は、提出された

資格審査書類に基づき、その提出期限の翌日から起算して２日（閉庁日を除く。）以内（特別

の事情がある場合は、管理者が別に定める日まで）に行うものとする。この場合における審査

の基準日は、入札公告で特に指定した場合を除き、開札日とする。 

６ 管理者は、前条第４項の規定又は２項の規定により落札候補者の入札を無効とした場合は、

書面その他の適切な方法により、理由を付して当該落札候補者に通知するものとする。 

（入札後資格確認型の審査方式に係る落札者の決定） 

第17条  管理者は、前条第１項及び第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定

による審査の結果、当該落札候補者について入札参加資格を有すると認めた場合は、その者を

落札者と決定し、入札参加資格を有する旨及び落札者と決定した旨を電話その他の適切な方法

によりその者に通知するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により落札者を決定した場合は、他の入札参加者（前条第６項の規定

による通知をした落札候補者を除く。）に対し、落札者と決定しなかった旨を電話その他の適

切な方法により通知するものとする。 

３ 前項の通知は、入札経過表の掲示をもってこれに代えることができる。 

 （入札参加非資格者からの理由説明請求に関する審査） 

第18条 入札参加非資格者は、入札公告で指定する日までに、入札参加非資格者とされた理由に

ついて管理者に説明を求めることができる。 

２ 管理者は、前項の規定による請求があった場合は、速やかに書面により回答しなければなら

ない。 

 （入札参加資格の喪失） 

第19条 第13条第１項又は第17条第１項の規定により入札参加資格を有する旨を通知された入

札参加者は、入札参加資格の審査の基準日から契約締結の日までの間に、次の各号のいずれか

の事由に該当することとなった場合は、入札参加資格を失うものとする。 

(1) 第７条の規定により設定された入札参加資格を満たさないこととなったとき 

(2) 入札参加申請又は入札に係る提出書類に虚偽の記載をしたことが明らかになったとき 

２ 管理者は、入札参加者が前項の規定により入札参加資格を失った場合は、その者を入札に参

加させないものとし、入札後落札決定前にその事実が判明したときはその者の入札を無効とし、

落札決定後契約締結前にその事実が判明したときはその者の落札決定を取り消し、契約を締結
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しないものとする。 

３ 管理者は、第１項の規定により入札参加資格を失った入札参加者に対し、速やかに書面によ

り理由を付してその旨を通知するものとする。 

  第２節 総合評価一般競争入札 

（総合評価一般競争入札に係る対象工事） 

第20条 次に掲げる対象工事の請負契約については、総合評価一般競争入札により落札者を決定

するものとする。 

(1) 予定価格５千万円以上の工事（災害復旧工事その他管理者が別に定めるものを除く。） 

（落札者決定基準） 

第21条 管理者は、総合評価一般競争入札を行おうとする場合は、あらかじめ、技術提案等（入

札参加者に求める技術提案、施工計画その他企業の技術力、社会性等の指標となるものをいう。

以下同じ。）の範囲を対象工事の特性に応じて設定し、当該技術提案等の評価基準及び評価方

法、落札者の決定方法その他の落札者決定基準を定めるものとする。この場合における令第167

条の10の２第４項及び第５項の規定による意見の聴取は、選任したすべての学識経験者が出席

する会議又はこれに代わる適切な方法により行うものとする。 

２ 前項の評価基準は、次に定めるところにより設定するものとする。 

(1) 評価項目 対象工事に必要な技術水準に応じて設定すること 

(2) 標準点 100点とし、技術提案等の内容が入札公告及び入札説明書に記載された必須の技

術的事項に係る最低限の要件を満たす場合に限り付与すること 

(3) 加算点 技術提案等の内容に応じて評価項目ごとに付与した得点の合計とすること 

(4) 得点配分 各評価項目の必要性及び重要性の度合いに応じて定めること 

(5) 加算点の範囲 加算点は20点から50点の範囲内とすること 

(6) 技術評価点 標準点及び加算点を加えて得た数値とすること 

３ 第１項の評価方法は、前項第６号に掲げる技術評価点を入札価格（補償費等の支出額がある

場合は、当該支出額を入札価格に加算した価格）で除して得た数値（以下「評価値」という。）

の比較によるものとする。 

（総合評価一般競争入札に係る入札公告） 

第22条 総合評価一般競争入札に係る入札公告には、規程第５条及び特例政令第６条の規定並び

に第15条の規定により公告する事項のほか、技術提案等の取扱いに関する事項その他管理者が

総合評価一般競争入札を行うために特に必要と認める事項を掲載するものとする。 

（総合評価一般競争入札に係る入札手続） 

第23条 総合評価一般競争入札に参加しようとする者は、第11条第３項、第４項又は第13条第２

項の規定により入札書を提出する際、これらの規定に定める書類とともに、技術提案等に係る

書類を管理者に提出しなければならない。 

２ 前項の技術提案等に係る書類の作成及び提出に要する費用は、入札参加者の負担とする。 

第24条 管理者は、総合評価一般競争入札については、開札後、落札決定を一時保留し、予定価

格の制限の範囲内の価格を提示した入札参加者のうち最も評価値が高い者（失格者を除く。以

下この節において「落札候補者」という。）が提示した技術提案等を第31条に規定する総合評

価委員会の審査に付するものとする。 

２ 前項の開札において同じ評価値となった落札候補者が２人以上ある場合については、第14条

第２項の規定を準用する。 

第25条 総合評価委員会は、前条第１項の規定により審査に付された技術提案等について、管理

者が別に定めるところにより審査を行い、その結果を管理者に報告するものとする。 

第26条 管理者は、前条の規定による審査の結果、落札候補者の提示した技術提案等に虚偽の記

載がある場合その他その者を落札者とすることを不適当とする事由がある場合は、次の各号の
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順位により、当該各号に掲げる者（失格者を除く。）を新たな落札候補者とし、その者が提示

した技術提案等を総合評価委員会の審査に付するものとする。この場合において、同順位とな

る者が２人以上あるときは、第14条第２項の規定を準用して順位を決定する。 

(1) 第24条第２項において準用する第14条第２項の規定により後順位となった入札参加者 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格を提示した入札参加者のうち当該落札候補者に次いで評

価値が高い者 

２ 前条の規定は、前項（次項において準用する場合を含む。）の規定により総合評価委員会の

審査に付された技術提案等について準用する。 

３ 第１項の規定は、同項（この項において準用する場合を含む。）の規定により新たな落札候

補者となった者の提示した技術提案等に虚偽の記載がある場合その他その者を落札者とする

ことを不適当とする事由がある場合について準用する。 

第27条 管理者は、第25条（前条第２項において準用する場合を含む。）の規定による報告があ

った場合において相当と認めるときは、当該落札候補者を落札者と決定し、その旨を書面その

他の適切な方法によりその者に通知するものとする。ただし、第16条第１項の規定による審査

の結果、当該落札候補者が入札参加資格を有していない場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合における第16条第３項の適用については、同項第１中「第14条第２項」

とあるのは「第24条第２項において準用する第14条第２項」とし、同項第２号中「範囲内で当

該落札候補者が提示した価格に次いで低い価格を提示した入札参加者」とあるのは「範囲内の

価格を提示した入札参加者のうち当該落札候補者に次いで評価値が高い者」とする。 

３ 管理者は、総合評価一般競争入札により落札者を決定した場合は、他の入札参加者（第16条

第６項の規定による通知をした落札候補者を除く。）に対し、落札者と決定しなかった旨を書

面その他の適切な方法により通知するものとする。この場合においては、第17条第２項及び第

３項の規定は、適用しない。 

第27条の２ 管理者が定める軽易な技術提案等については、第24条第１項の規定にかかわらず、

総合評価委員会の審査を省略することができる。この場合においては、第25条及び第26条第２

項の規定は適用せず、第24条第１項中「第25条に規定する総合評価委員会の審査に付する」と

あるのは「管理者が別に定めるところにより審査を行う」と、第26条第１項中「前条」とある

のは「第24条第１項」と、「総合評価委員会の審査に付する」とあるのは「管理者が別に定め

るところにより審査を行う」と、前条第１項中「第25条（前条第２項の規定において準用する

場合を含む。）の規定による報告があった」とあるのは「第24条第１項の規定による審査を行

った」と読み替えるものとする。 

（総合評価一般競争入札に係る入札結果の公表） 

第28条 管理者は、総合評価一般競争入札により対象工事の請負契約を締結した場合は、次に掲

げる事項を公表するものとする。 

(1) 落札者の商号又は名称及び所在地 

(2) 落札者の入札価格 

(3) 落札者の評価値 

（技術提案等に関する受注者の責任） 

第29条 総合評価一般競争入札により契約を締結した落札者（以下この節において「受注者」と

いう。）は、入札において提示した技術提案等の適正な履行について責任を負わなければなら

ない。 

２ 管理者は、受注者がその責に帰すべき事由により技術提案等を履行しなかった場合において、

受注者にその履行を請求することが合理的でないと認めるときは、管理者が別に定めるところ

により、工事成績に係る評定点を減じ、契約金額の減額又は損害賠償の請求を行うことができ

るものとする。 
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（技術提案等の取扱い） 

第30条 受注者が入札において提示した技術提案等については、その内容が一般的に行われてい

る状態となった場合は、他の本院発注工事において、受注者の同意を得ることなく無償で使用

できるものとする。ただし、受注者の工業所有権その他の排他的権利に属するものについては、

この限りでない。 

（総合評価委員会） 

第31条 総合評価一般競争入札に関し、次に掲げる事項を審議するため、対象工事ごとに総合評

価委員会を設置する。 

(1) 落札者決定基準の策定に関する事項 

(2) 技術提案等を求める範囲に関する事項 

(3) 技術提案等の内容の審査及び採否に関する事項 

(4) 落札者の決定に関する事項 

(5) 検討部会の設置に関する事項 

(6) その他前各号に規定する事項に関連する事項 

２ 総合評価委員会は、委員長、副委員長及び委員10人以内をもって組織する。 

３ 委員長、副委員長及び委員は管理者が任命する。 

第32条 総合評価委員会の委員長は、委員会の会議（以下この条において「会議」という。）を

招集し、その議長となる。 

２ 委員長に事故がある場合又は委員長が欠けた場合は、副委員長が指名する委員がその職務を

代理する。 

３ 会議は、委員長又は副委員長のいずれか及び委員の半数以上の出席がなければ、開くことが

できない。 

４ 会議の議事は、出席した副委員長（第２項の規定により議長となる場合を除く。）及び委員

の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

５ 会議は、非公開とする。ただし、議長が総合評価委員会に諮って公開すると決定したときは、

この限りでない。 

６ 議長は、必要があると認める場合は、会議に関係者の出席を求め、その意見を聴き、又は説

明を求めることができる。 

７ 議長は、会議が終了した場合は、必要に応じてその結果を委員会規程第１条に規定する契約

事務委員会に報告するものとする。 

第33条 委員長は、特別な事項を調査検討させるため必要があると認める場合は、総合評価委員

会に検討部会を設置することができる。 

２ 検討部会の構成員（以下「部会員」という。）は、関係する課の係長以下の職員のうちから

委員長が指名する。ただし、委員長は、あらかじめ総合評価委員会に諮ってその他の市職員を

部会員に指名することができる。 

３ 検討部会に部会長を置き、部会員の互選によって定める。 

４ 部会長は、検討部会の会議を招集し、その議長となる。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指名する部会員がその職務を代理する。 

６ 検討部会の会議は、部会員の過半数の出席がなければ、開くことができない。 

７ 検討部会が審議すべき事項に利害関係を有する部会員は、その事項に関する審議に参加する

ことができない。 

８ 部会長は、検討部会の会議の結果を、総合評価委員会に報告するものとする。 

第34条 前３条に定めるもののほか、総合評価委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が総合

評価委員会に諮って定める。 

第35条 総合評価委員会の庶務は、対象工事の主たる所管課において処理する。 
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第３章 指名競争入札 

（対象工事） 

第36条 指名競争入札は、予定価格百万円以上千万円未満の工事その他管理者が別に定める工事

（緊急の必要がある工事、競争入札に付することが不利な工事その他競争入札に適しない工事

を除く。以下この章において「対象工事」という。）の請負契約について実施する。 

（入札参加資格） 

第37条 対象工事に係る指名競争入札については、当該対象工事に係る工事種目に関し規程第４

条に規定する一般競争入札参加資格者名簿に登載されている者（指名停止を受けている者を除

く。以下「有資格者」という。）でなければ、指名することができない。 

２ 次の表の左欄に掲げる工事種目に係る対象工事（以下この条において「格付工事」という。）

については、同表の中欄に掲げる予定価格の区分に応じ同表の右欄に掲げる等級に格付された

有資格者のうちから指名するものとする。ただし、必要がある場合は、直近上位又は下位の等

級に格付された有資格者を指名することができるものとし、特に必要がある場合は、２等級下

位の等級に格付された有資格者のうち工事成績が常に優秀であると認められる者を指名する

ことができるものとする。 

工事種目 予定価格 格付等級 

土木工事 

1億円以上 Ａ 

5千万円以上1億円未満 Ｂ 

5千万円未満 Ｃ 

鉄骨鉄筋コンクリート建築工事 

2億円以上 Ａ 

1億円以上2億円未満 Ｂ 

1億円未満 Ｃ 

電気設備工事及び給排水衛生冷暖房

工事 

5千万円以上 Ａ 

千万円以上5千万円未満 Ｂ 

千万円未満 Ｃ 

３ 前項ただし書の規定により指名する有資格者の数は、指名する有資格者の半数以内とする。

ただし、競争入札を中止した格付工事又は競争入札により落札者となるべき者がなかった格付

工事について、あらためて指名する場合は、この限りでない。 

４ 第２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する格付工事については、適用しない。 

(1) 特殊な工法又は資材を要する工事 

(2) 施工に当たり安全管理上特に配慮を要する工事 

(3) 予定価格に比して高度な施工能力を要する工事 

(4) 委員会規程第１条に規定する契約事務委員会が特に必要と認めた工事 

（指名通知等） 

第38条 管理者は、対象工事に係る指名競争入札を実施しようとする場合は、前条に規定する入

札参加資格を有する者のうちから、仙台市市立病院契約業者指名基準（平成18年12月28日管理

者決裁）の定めるところにより、当該入札に参加させようとする者を選定し、指名通知を行う

ものとする。この場合において、委員会規程第１条に規定する審査委員会の審議を要する事項

については、あらかじめその審議を経るものとする。 

２ 指名通知には、規程第５条第１項各号に掲げる事項のほか、現場説明の日時及び場所を掲載

するものとする。ただし、現場説明を省略する場合は、この限りでない。 

３ 第９条第２項の規定は、特例政令第７条の規定による公示について準用する。 

（現場説明及び質疑応答） 
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第39条 管理者は、指名通知をした者（以下「指名業者」という。）に対し、入札説明書及び見

積用設計図書類を交付し、対象工事に関する現場説明を行うものとする。ただし、第12条第２

項ただし書の規定による対象工事その他の予定価格を公表した対象工事については、現場説明

を省略することができる。 

２ 現場説明の日時及び場所は、すべての指名業者の合意がなければ、変更することができない。

ただし、災害その他やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

３ 指名業者は、現場説明に参加しない場合は、当該対象工事の請負契約に係る指名競争入札に

参加することができない。 

４ 対象工事に関する質疑応答は、現場説明の際に行うものとする。 

５ 現場説明を省略する対象工事に係る案件については、指名業者は、指名通知において定める

日までに、対象工事に関する質問を書面により管理者に提出することができる。 

６ 管理者は、前項の規定により質問が提出された場合は、速やかに回答を作成し、指名通知に

おいて定める日まで、一般の閲覧に供するものとする。この場合において、当該指名業者に対

しては、別途書面により質疑応答の内容を通知するものとする。 

（入札） 

第40条 指名競争入札に参加しようとする指名業者は、指名通知において指定する日時に、入札

書並びに当該入札金額の積算内訳書及び工事費構成費目内訳書（予定価格千万円以上の案件に

限る。）を持参し、入札書により入札しなければならない。この場合において、工事費構成費

目内訳書については、管理者の求めに応じて提出すれば足りる。 

（入札の中止等） 

第41条 管理者は、指名競争入札において２人以上の入札者がなかった場合は、当該入札を中止

するものとする。この場合においては、あらためて、有資格者のうちから当該入札に参加させ

ようとする者を指名し、指名競争入札を行うものとする。ただし、管理者が、当該指名競争入

札の際、指名した者のほかに、当該指名競争入札に係る契約を履行することができる者がいな

いと認めたときは、この限りではない。 

（落札決定） 

第42条 管理者は、指名競争入札において２人以上の入札者があった場合は、入札日に開札し、

予定価格の制限の範囲内で最低の価格を提示した入札者（失格者を除く。）を落札者と決定す

る。 

２ 第14条第２項の規定は、前項の規定により落札者となるべき入札者が２人以上ある場合につ

いて準用する。 

（再度の入札） 

第43条 管理者は、前条第１項の規定により開札した場合において、落札者となるべき入札者が

なかったときは、再度の入札を行うものとする。 

２ 前項の規定による再度の入札は、直ちに行うものとする。ただし、特別の事情がある場合は、

管理者が別に定める日に、再度の入札を行うことができる。 

３ 再度の入札において入札金額が工事請負契約に係る失格基準取扱要綱第４条第１項に規定

する総額判断基準価格を下回った指名業者は、管理者が別に指定する期限までに、新たな入札

金額の積算内訳書及び工事費構成費目内訳書を郵送又は持参により管理者に提出しなければ

ならない。 

４ 第 41 条の規定は，再度の入札について準用する。この場合において，同条中「指名競争入

札において２人以上の入札者がなかった場合は」とあるのは「再度の入札において１人も入札

者がなかった場合は」と読み替えるものとする。 

５ 前条の規定は，再度の入札について準用する。この場合において，同条第 1 項中「指名競争

入札 において 2 人以上の入札者があった場合は」とあるのは「再度の入札において１人でも



 11 

入札者があった場合は」と読み替えるものとする。 

（入札参加資格の喪失） 

第44条 指名業者は、指名通知の日から契約締結の日までの間に、次の各号のいずれかの事由に

該当することとなった場合は、入札参加資格を失うものとする。 

(1) 第37条に規定する入札参加資格を満たさないこととなったとき 

(2) 入札に係る提出書類に虚偽の記載をしたことが明らかになったとき 

２ 管理者は、指名業者が前項の規定により入札参加資格を失った場合は、その者の指名通知を

取り消し、入札後落札決定前にその事実が判明したときはその者の入札を無効とし、落札決定

後契約締結前にその事実が判明したときはその者の落札決定を取り消し、仮契約締結後にその

事実が判明したときは当該仮契約締結を解除し、契約を締結しないものとする。 

３ 第19条第３項の規定は、第１項の規定により入札参加資格を失った落札者について準用する。 

   第４章 雑則 

 （委任）  

第45条 この要綱に定めるもののほか、競争入札の実施に関し必要な事項は、管理者が定めるも

のとする。 

      附 則 

１ この要綱は、平成19年1月1日から実施する。 

（平成23年東北地方太平洋沖地震に伴う特例措置） 

２ 平成23年東北地方太平洋沖地震に伴う災害復旧事業に係る工事の請負契約（以下「震災復旧

事業案件」という。）については、第４条及び第36条の規定にかかわらず、指名競争入札又は

随意契約の方法により、締結するものとする。 

３ 震災復旧事業案件については、第２章第２節の規定は、適用しないものとする。 

   附 則 （平成19年4月1日改正） 

 （実施期日） 

１ この改正は、平成19年4月1日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項の規定は、この改正の実施の日以後に発注手続に着手する契約につい

て適用し、同日前に発注手続に着手したものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成19年8月14日改正） 

 （実施期日） 

１ この改正は、平成19年8月15日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の仙台市市立病院競争入札実施要綱の規定は、平成19年8月17日以後に発注手続に着

手する契約について適用し、同日前に発注手続に着手したものについては、なお従前の例によ

る。 

   附 則（平成20年3月1日改正） 

   （実施期日） 

１ この改正は、平成20年3月1日から実施する。 

   （経過措置） 

２ 改正後の仙台市市立病院制限付き一般競争入札実施要綱の規定は、平成20年3月1日以後に発

注手続に着手する契約について適用し、同日前に発注手続に着手したものについては、なお従

前の例による。 

 附 則（平成20年10月31日改正） 

 （実施期日） 
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１ この改正は、平成20年11月1日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の仙台市市立病院制限付き一般競争入札実施要綱の規定は、平成20年11月１日以後に

発注手続に着手する契約について適用し、同日前に発注手続に着手したものについては、なお

従前の例による。 

 附 則（平成21年4月1日改正） 

 （実施期日） 

１ この改正は、平成21年4月1日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の仙台市市立病院制限付き一般競争入札実施要綱の規定は、平成21年4月1日以後に発

注手続に着手する契約について適用し、同日前に発注手続に着手したものについては、なお従

前の例による。 

附 則（平成23年3月31日改正） 

（実施期日） 

１ この改正は、平成23年4月1日から実施する。 

（経過措置） 

２ 改正後の仙台市市立病院競争入札実施要綱の規定は、この改正の実施の日以後に仙台市市立

病院契約規程（平成元年仙台市病院規程第20号）第５条の規定による一般競争入札に係る公告

又は同規程第15条の規定による指名競争入札に係る指名の通知が行われる工事について適用

し、同日前に公告又は指名の通知が行われた工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成23年4月1日改正） 

（実施期日） 

この改正は、平成23年4月1日から実施する 

附 則（平成28年4月1日改正） 

（実施期日） 

この改正は、平成28年4月1日から実施する 

附 則（平成29年3月31日改正） 

（実施期日） 

１ この改正は，平成29年4月1日から実施する。 

（経過措置） 

２ 改正後の工事請負契約に係る競争入札実施要綱の規定は，この改正の実施の日以後に仙台市

市立病院契約規程（平成元年仙台市病院規程第20号）第5条の規定による一般競争入札に係る

公告又は同規程第15条の規定による指名競争入札に係る指名の通知が行われる契約について

適用し，同日前に公告又は指名の通知が行われた契約については，なお従前の例による。 

附 則（平成30年5月28日改正） 

（実施期日） 

１ この改正は，平成30年6月1日から実施する。 

（指名競争入札の開札に関する特例） 

２ 当分の間，第41 条の規定の適用については，同条中「２人以上の入札者がなかった場合は」

とあるのは，｢１人も入札者がなかった場合は｣とし，第 42 条第１項の規定の適用については，

同項中「２人以上の入札者があった場合は」とあるのは，「１人でも入札者があった場合は」
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とする。この場合において，再度の入札については，第 43 条第４項及び第５項の規定を準用

する。 

 


